
過疎地域等特定診療所設備整備費補助金交付要綱 

 

 

（通 則） 

第１ 過疎地域等特定診療所設備整備費補助金については、予算の範囲内において交付するものと

し、山梨県補助金等交付規則（昭和３８年山梨県規則第２５号）の規定によるほか、この交付

要綱の定めるところによる。 

 

（交付の目的） 

第２ この補助金は、過疎地域等特定診療所の医療機器を整備し、過疎地域等における住民の眼科、

耳鼻咽喉科又は歯科の特定診療科の医療を確保することを目的とする。 

 

（交付の対象） 

第３ この補助金の交付の対象となる事業は、「へき地保健医療対策等実施要綱」（平成２１年３月

３０日付け医政発第０３３００１０号厚生労働省医政局長通知の別添）に基づき行う診療所の

医療機器整備事業とする。 

 

（交付額の算定方法） 

第４ この補助金の交付額は、次により算出した額とする。 

   ただし、算出した額に１，０００円未満の端数が生じた場合には、これを切り捨てるものと

する。 

  （１） 次の表の第１欄に定める基準額と第２欄に定める対象経費の実支出額とを比較して少

ないほうの額を選定する。 

  （２） （１）により選定された額と総事業費から寄付金その他の収入額を差し引いた額とを

比較して少ないほうの額に４分の３を乗じて得た額を交付額とする。 

 

１ 基 準 額 ２ 対 象 経 費 

１か所当たり 

１６，５００千円 

過疎地域等特定診療所として必要

な医療機器整備費（ただし、１品

につき１００，０００円未満のも

のを除く。） 

 

（交付申請） 

第５ 補助事業者は、補助金の交付を受けようとするときは、別紙様式１により補助金 

交付申請書を別に定める期日までに知事に提出しなければならない。 

（交付の方法） 

第６ この補助金は、事業完了後精算払いとする。 

 

 



（実績報告書） 

第７ 補助事業者は、補助事業が完了したとき又は第８（２）の規定による廃止の承認 

を受けたときは、事業完了の日若しくは廃止の承認を受けた日から起算して１か月 

を経過した日又は翌年度４月１０日のいずれか早い期日までに、別紙様式４による 

実績報告書を知事に提出しなければならない。 

 

（交付の条件） 

第８ この補助金の交付決定には、次の条件を付するものとする。 

 （１） 補助事業者は、事業内容の変更（軽微な変更を除く。）及び事業に要する経費の配分の

変更（それぞれの区分の配分額のいずれか低い額の１０％以内の変更で補助金額の増額を

伴わないものを除く。）をしようとする場合には、別紙様式２により知事の承認を受けな

ければならない。 

 （２） 補助事業者は、事業を中止し、又は廃止する場合には、別紙様式３により知事の承認を

受けなければならない。 

 （３） 補助事業者は、事業が予定の期間内に完了しない場合又は事業の遂行が困難となった場

合には、すみやかに知事に報告しその指示を受けなければならない。 

 （４） 補補助金と事業に係る証拠書類等の管理については、次のとおりとする。  

 ア 補助事業者が市町村の場合 

補助金と事業に係る予算及び決算との関係を明らかにした別紙様式５による調書を作成す

るとともに、事業に係る歳入及び歳出について証拠書類を整理し、かつ、調書及び証拠書類

を補助金の額の確定の日（事業の中止又は廃止の承認を受けた場合には、その承認を受けた

日）の属する年度の終了後５年間保管しておかなければならない。ただし、事業により取得

し、又は効用の増加した価格が単価５０万円以上の機械、器具及びその他の財産がある場合

は、前記の期間を経過後、当該財産の財産処分が完了する日、又は補助金等に係る予算の執

行の適正化に関する法律施行令第１４条第１項第２号の規定により厚生労働大臣が別に定め

る期間を経過する日のいずれか遅い日まで保管しておかなければならない。 

イ 補助事業者が市町村以外の場合 

事業に係る収入及び支出を明らかにした帳簿を備え、当該収入及び支出について証拠書類

を整理し、かつ、証拠書類を補助金の額の確定の日（事業の中止又は廃止の承認を受けた場

合には、その承認を受けた日）の属する年度の終了後５年間保管しておかなければならない。

ただし、事業により取得し、又は効用の増加した価格が単価３０万円以上の機械、器具及び

その他の財産がある場合は、前記の期間を経過後、当該財産の財産処分が完了する日、又は

補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律施行令第１４条第１項第２号の規定により

厚生労働大臣が別に定める期間を経過する日のいずれか遅い日まで保管しておかなければな

らない。 

 （５） 補助事業者は、事業完了後に、消費税及び地方消費税の申告により補助金に係る消費税

及び地方消費税に係る仕入控除税額が確定した場合は、別紙様式６により速やかに知事に

報告しなければならない。 

仕入控除税額の算出については、「医療施設運営費等補助金、医療施設等施設整備費補

助金、医療施設等設備整備費補助金並びに医療関係者養成確保対策費等補助金、医療関係



者研修費等補助金及び臨床研修費等補助金に関する消費税及び地方消費税に係る仕入控

除税額報告書について」（平成１８年５月１２日付け医政発第０５１１００３号厚生労働

省医政局指導課長通知）によるものとする。 

     なお、知事に報告があった場合には、知事は、当該消費税及び地方消費税に係る仕入控

除税額の全部又は一部を県に納付させることがある。 

 （６） 補助事業者は、事業により取得し、又は効用の増加した財産については、善良な管理者

の注意をもって管理するとともに、その効率的な運営を図らなければならない。 

 （７） 補助事業者は、事業により取得し、又は効用の増加した財産の価格が単価５０万円以上

（民間団体にあっては３０万円以上）の機械及び器具については、補助金等に係る予算の

執行の適正化に関する法律施行令（昭和３０年政令２５５号）第１４条第１項第２号の規

定により「補助事業等により取得し、又は効用の増加した財産の処分制限期間」（平成２

０年７月１１日付け厚生労働省告示第３８４号）を勘案して知事が定める期間を経過する

まで知事の承認を受けないでこの補助金の交付の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、

貸し付け、担保に供し、又は廃棄してはならない。 

 （８） 補助事業者が知事の承認を受け、財産を処分することにより収入があった場合には、知

事は、その収入の全部又は一部を県に納付させることがある。 

 （９） この補助金の交付と対象経費を重複して、他の補助金等の交付を受けてはならない。 

 

第９ この要綱に定めるもののほか、補助金の交付に関し必要な事項は知事が定めるも 

のとする。 

 

  附 則 

 

１ この要綱は、「院内感染対策設備整備事業の実施について」（平成６年６月２３日健 

政発第４９３号厚生省健康政策局長通知）に基づき平成６年４月１日から適用する。 

 

２ この要綱は、平成２１年４月１日から施行する。 

 

３ この要綱は、平成２８年４月１日から施行する。 

 

４ この要綱は、令和 年４月 1 日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別紙様式１ 

 

番         号 

平成  年  月  日 

 

 

山 梨 県 知 事   殿 

 

 

補助事業者名        印 

 

 

平成  年度過疎地域等特定診療所設備整備費補助金交付申請書 

 

 

 このことについて、次により補助金を交付されるよう関係書類を添えて申請します。 

 

 

１ 補助金申請額      金             円 

 

２ 事業の種類 

 

３ 経費所要額調     （別紙（１）のとおり） 

 

４ 事業計画書     （別紙（２）のとおり） 

 

５ 添 付 書 類 

 

（１）歳入歳出予算書（見込書）抄本（当該補助事業の支出予定額を備考欄に記入する

こと） 

 

（２）その他参考となる書類 

 

 

 

 

 

 

 

 



別紙（１）  

経  費  所  要  額  調  
 

補助事業者名                 

 

 
区 分 

（Ａ）  
総 事 業 費 

（Ｂ）  
寄付金その他
の収入額  

（Ｃ） 
差 引  額  
(A)-(B) 

（Ｄ） 
対 象 経 費 の
支 出 予 定 額 

（Ｅ） 
基 準  額  

（Ｆ） 
選  定  額  

（Ｇ） 
県補助基本額 

（Ｈ） 
県補助所要額 

 
備 考 

 円  円  円  円  円  円  円  円   

 

（注） １ 「総事業費」には、当該事業に係る部分のみ記入すること。  

２ 「選定額」欄は、（Ｄ）と（Ｅ）とを比較して少ないほうの額を記入すること。  

３ 「県補助基本額」欄は、（Ｃ）と（Ｆ）とを比較して少ないほうの額を記入すること。  

４ 「県補助所要額」欄は、（Ｇ）に記載された額に補助率４分の３を乗じて得た額を記入すること。ただし 1,000 円未満の端数が生じた

場合には、これを切り捨てる。  

 

 



別紙（２）  

 

事 業 計 画 書  

 １  施設の名称及び所在地  

２ 施設整備の内容  

 

品     名  銘 柄 規 格 員 数 単 価 金 額 設 置 場 所 備    考  

１補助対象事業分     円  円    

小     計         

２補助対象外事業分         

小     計         

合      計  
       

 



別紙様式２ 

 

番         号 

平成  年  月  日 

 

 

山 梨 県 知 事     殿 

 

 

補助事業者名        印 

 

 

平成  年度過疎地域等特定診療所設備整備事業変更申請書 

 

 

 平成  年  月  日付け医第    号で交付決定を受けたこのことについて、次のとおり

変更して実施したく申請します。 

 

 

１ 変更事項 

 

 

 

２ 変更理由 

 

 

 

３ 添付書類 

 

（１）変更前と変更後の内容を比較し記載した資料 

 

（２）その他参考となる資料 

 

 

 

 

 

 

 

 



別紙様式３ 

 

番         号 

平成  年  月  日 

 

 

山 梨 県 知 事     殿 

 

 

補助事業者名        印           

 

 

平成  年度過疎地域等特定診療所設備整備事業中止（廃止）申請書 

 

 

 平成  年  月  日付け医第    号で交付決定を受けたこのことについて、次の理由に

より中止（廃止）したく申請します。 

 

 

１ 中止（廃止）の理由 

 

 

 

 

２ 添付書類 

 

（１）申請時までの進行状況（事業実績報告書の様式を準用のこと） 

 

（２）その他参考となる資料 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別紙様式４ 

 

番         号 

平成  年  月  日 

 

山 梨 県 知 事     殿 

 

 

補助事業者名        印 

 

 

平成  年度過疎地域等特定診療所設備整備費補助金事業実績報告書 

 

 

 平成  年  月  日付け医第    号で交付決定を受けた標記について次のとおり関係

書類を添えて報告する。 

 

 

１ 補助金精算額       金            円 

 

２ 経費所要額精算書     （別紙（１）のとおり） 

 

３ 事業実績報告書      （別紙（２）のとおり） 

 

４ 添付書類 

 

（１）歳入歳出決算書（見込書）抄本（当該補助事業の決算額を備考欄に記入すること） 

 

（２）契約書の写し、検収調書の写し 

 

（３）その他参考となる書類 

 

 

 

 

 

 

 

 



別紙（１）  

 

経 費 所 要 額 精 算 書 
 

補助事業者名                 

 

 
区 分 

（Ａ）  
総事業費  

（Ｂ）  
寄付金そ
の他の収
入額  

（Ｃ） 
差 引  額  
(A)-(B) 

（Ｄ） 
対象経費
の実支出
額  

（Ｅ） 
基 準  額  

（Ｆ） 
選  定  額  

（Ｇ） 
県  補  助  
基  本  額  

（Ｈ） 
県  補  助  
所  要  額  

（Ｉ） 
県補助交
付決定額 

（Ｊ） 
県 補 助 
受入済額 

（Ｋ） 
差引過△ 
不 足 額 
(J)-(H) 

 
備 考 

 
 
過疎地域
等特定診
療所設備
整備費補
助金  

円  円  円  円  円  円  円  円  円  円  円   

 

（注） １ 「総事業費」には、当該事業に係る部分のみ記入すること。  

２ 「選定額」欄は、（Ｄ）と（Ｅ）とを比較して少ないほうの額を記入すること。  

３ 「県補助基本額」欄は、（Ｃ）と（Ｆ）とを比較して少ないほうの額を記入すること。  

４ 「県補助所要額」欄は、（Ｇ）に記載された額に補助率４分の３を乗じて得た額を記入すること。ただし 1,000 円未満の端数が生じ  

た場合には、これを切り捨てる。  

 



別紙（２）  

 

事  業  実  績  報  告  書  

 １  施設の名称及び所在地  

 ２  設備整備の内容  

 

品      名  銘 柄 規 格 員 数 単 価 金 額 設 置 場 所 備        考  

１補助対象事業分     円  円    

小      計         

２補助対象外事業分         

小      計         

合      計  
       

 



別紙様式５  

 

平成  年度補助金調書  
 

地方公共団体名  

県 地     方     公     共     団     体 

備 考 
歳出予算科目 

交 付 

決定額 
補助率 

歳      入 歳                         出 

科  目 予算現額 収納済額 科  目 予算現額 
うち補助
金相当額 

支出済額 
うち補助
金相当額 

翌年度繰
越額 

うち補助
金相当額 

 円   円 円  円 円 円 円 円 円  

 

（注）  １ 地方公共団体の科目は、歳入にあたっては、款、項、目、節を、歳出にあたっては、款、項、目をそれぞれ記入すること。  

２ 予算現額は、歳入にあっては当初予算額、補正予算額等の区分を、算出にあっては、当初予算額、補正予算額、予備費支出額、流用増減額等

の区分を明らかにして記載すること。 

 



別紙様式６ 

 

番         号 

平成  年  月  日 

 

 

山 梨 県 知 事     殿 

 

 

補助事業者名        印 

 

 

平成  年度消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額報告書 

 

 

平成  年  月  日付け 第    号で交付決定があった過疎地域等特定診療所設備整

備費補助金について、次のとおり報告します。 

 

 

１ 事業実績報告額   金             円 

 

２ 消費税及び地方消費税の申告により確定した消費税及び地方消費税に係る仕入排除税額 

金            円 

 

３ 添付書類 

   ・消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額算出書（別紙） 

   ・消費税及び地方消費税確定申告書 

   ・その他参考となる書類 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



（別紙） 

 

 

１ 施設名 

 

 

２ 開設者氏名 

 

 

３ 施設の所在地 

 

 

４ 補助事業名 

 

      過疎地域等特定診療所設備整備事業 

 

５ 県補助金確定額 

 

 

６ 概要 

 

 （１）課税売上割合 

 

 

 （２）仕入控除税額 

 


